
資料 

 

「特定性犯罪歴の確認」について 

 

 令和８年（2026年）12月25日施行予定の「学校設置者等及び民間教育保育等事

業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（通称：こども

性暴力防止法）」は、学校などの子どもと接する場での子どもへの性暴力を防ぎ、

子どもの心と身体を守るために制定されたものであり、本法において、事業者に

は、従事者の特定性犯罪歴の確認が求められています。 

 

 特定性犯罪とは、刑法上の性犯罪（不同意わいせつ、不同意性交など）、児童

ポルノ法の性犯罪（児童買春など）、痴漢や盗撮などの条例違反を指し、 

  特定性犯罪について拘禁刑の執行終了等から20年を経過しないもの 

  特定性犯罪について拘禁刑の執行猶予者であって、裁判確定日から10年を

経過しないもの 

  特定性犯罪について罰金刑の執行終了等から10年を経過しないもののいず

れかに該当する者が、特定性反罪事実該当者となります。 

 

特定性犯罪や法律の詳細については、こども家庭庁のホームページをご覧く

ださい。 

（https://www.cfa.go.jp/policies/child-safety/efforts/koseibouhou） 

 

なお、本選考により採用される全ての船員は、子どもと接する業務に従事しま

す。 


